
令和 7 年 3 月

令和 7 年度 令和 16 年度

１．事業概要

（１）

① 施　設

② 使　用　料

流 域 下 水 道 等 へ の
接 続 の 有 無

５,５４４ 人/km2

１処理場（児島湖流域下水道浄化センター）

処 理 区 数 ４処理区（岡山市、倉敷市、玉野市、早島町）

広域化・共同化・最適化
実施状況*1

令和４年度に策定した、県全体の広域化・共同化計画である、岡山県汚水処理広域化･共同化計画に基づき、児島湖流域下
水道事業が関係する取組について、関係市町とともに検討しています。

処 理 区 域 内 人 口 密 度

処 理 場 数

*1　「広域化」とは、一部事務組合による事業実施等の他の自治体との事業統合、流域下水道への接続を指す。
　　 「共同化」とは、複数の自治体で共同して使用する施設の建設（定住自立圏構想や連携中枢都市圏に基づくものを含む）、広域化・共同化を推進するための計画に基づき実
施する施設の整備（総務副大臣通知）、事務の一部を共同して管理・執行する場合（料金徴収等の事務の一部を一部事務組合によって実施する場合等）を指す。
　　 「最適化」とは、①他の事業との統廃合、②公共下水・集排、浄化槽等の各種処理施設の中から、地理的・社会的条件に応じて最適なものを選択すること（処理区の統廃合
を含む。）、③施設の統廃合（処理区の統廃合を伴わない。）を指す。

市 町 村 負 担 金 の
概  要   ・  考  え  方

市町負担金は、維持管理負担金（維持管理費分、資本費分）と建設負担金に分けられます。

①維持管理負担金（維持管理費分）
　維持管理費は、児島湖流域下水道浄化センターの維持管理に要した費用が対象となります。４年ごとに過
去の実績を基に維持管理に要する費用（委託費・薬品費・電力費等）と流入水量を見込み、４か年の流入水
量１m3あたりの単価を算出しています。

②維持管理負担金（資本費分）
　資本費は、長期前受金戻入額を除いた減価償却費と企業債利息が対象となります。４年ごとに、今後の建
設改良費の執行額等を基に資本費の対象費用を見込み、４か年の流入水量１m3あたりの単価を算出して
います。

③建設負担金　建設負担金は、流域下水道建設に要する費用として県条例に基づき関連市町の負担として
いるもので、建設費から国庫補助金を除いた費用の１／２としています。

維持管理負担金単価の実績

別添２－1

法適（全部適用・一部適用）
非 適 の 区 分

法適用（一部適用）

岡山県流域下水道事業経営戦略

昭和６３年度
（供用開始後３６年（令和６年度時点））

岡　山　県

流 域 下 水 道 事 業

事業の現況

供 用 開 始 年 度
（ 供 用 開 始 後 年 数 ）

団 体 名 ：

事 業 名 ：

策 定 日 ：

～計 画 期 間 ：

期間 一般排水 特定排水 期間 一般排水 特定排水

昭和６３～平成４年度 73 128 平成２５～平成２８年度 35 38

平成５～平成８年度 73 110 平成２９～令和２年度 34.5 37

平成９～平成１２年度 64 82 令和３～令和６年度 37 40

平成１３～平成１６年度 60 69 注1：単位は円/㎥で税抜き

平成１７～平成２０年度 55.5 61 注2：特定排水・・・日量30㎥以上の事業者排水

平成２１～平成２４年度 48 52 注3：一般排水・・・特定排水以外の排水



③ 組　織

（２） 民 間 活 力 の 活 用 等

（３） 経営比較分析表を活用した現状分析

※直近の経営比較分析表（「公営企業に係る「経営比較分析表」の策定及び公表について）（公営企業三課室長通知）」による経営比較分析表）を添付すること。

職 員 数
土木部都市計画課下水道班：４人
備前県民局建設部児島湖流域浄水班：５名

特記事項なし

特記事項なし

資 産 活 用 の 状 況

 ア　民間委託
　　　（包括的民間委託を含む）

 ア　エネルギー利用
　　　（下水熱・下水汚泥・発電等）　*4

 イ　土地・施設等利用
　　　（未利用土地・施設の活用等）　*5

*4　「エネルギー利用」とは、下水汚泥･下水熱等、下水道事業の実施に伴い生じる資源(資産を含む)を用いた収入増につながる取組を指す。
*5　「土地・施設等利用」とは、土地･建物等、下水道事業の実施に不可欠な資産を用いた、収入増につながる取組を指す（単純な売却は除く）。

事 業 運 営 組 織

 ウ　ＰＰＰ・ＰＦＩ

（公財）岡山県下水道公社への委託により維持管理を行っており、指定管理者制度は導
入していません。

管理と更新を一体的にマネジメントする方式であるウォーターＰＰＰの導入検討などによ
り、民間活力の活用による維持管理業務の効率化を目指します。

 イ　指定管理者制度

（公財）岡山県下水道公社に、児島湖流域下水道浄化センターの運転管理、保守点検、
ユーティリティの調達、小規模な修繕等を一括して委託することにより、維持管理業務の
効率化を図っています。

民 間 活 用 の 状 況

本庁 土木部 都市局 都市計画課 下水道班

出先 備前県民局 建設部 児島湖流域浄水班

（維持管理業務受託者）公益財団法人岡山県下水道公社



２．将来の事業環境

（１）

（２）

処理区域内人口の予測

処理区域内人口予測の推計にあたっては、流域下水関係関連市町からの聞き取りにより推計しています。岡山市は整備の進捗に合わせて増加する予測となり
ます。倉敷市も同じく増加しますが、令和13年度以降は減少に転じる予測となります。整備が概成している玉野市と早島町については既に減少傾向となっており、
将来も減少するものと予測されます。全体としては、経営戦略の期間中は緩やかに増加するものと予測されます。

有収水量の予測

処理区域内人口の減少や節水機器の普及などにより、既存処理区域の流入水量（有収水量）が減少する一方、処理区域面積の増加に伴い流入水量が増加す
ることから、経営戦略期間中は僅かずつではありますが増加するものと予測されます。

単位：人

岡山市 倉敷市 玉野市 早島町 合計

R1 316,502 190,045 19,627 12,499 538,673

R2 316,931 191,285 19,526 12,528 540,270

R3 316,241 191,604 19,336 12,487 539,668

R4 316,929 191,780 19,096 12,437 540,242

R5 347,526 192,871 18,859 12,538 571,794

R6 350,911 193,430 18,580 12,460 575,381

R7 353,680 193,831 18,301 12,411 578,223

R8 355,119 197,062 18,022 12,324 582,527

R9 356,284 197,104 17,743 12,277 583,408

R10 357,729 197,201 17,464 12,224 584,618

R11 357,461 197,294 16,857 12,205 583,817

R12 359,222 197,400 16,644 12,161 585,427

R13 360,982 197,287 16,476 12,115 586,860

R14 362,741 197,205 16,310 12,069 588,325

R15 363,482 196,987 16,144 12,022 588,635

R16 364,221 196,744 15,980 11,975 588,920

実績

予測
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岡山市 倉敷市 玉野市 早島町

単位：百万m3/年

岡山市 倉敷市 玉野市 早島町 合計

R1 47,466 23,535 1,595 1,745 74,341

R2 47,331 23,552 1,632 1,755 74,271

R3 47,803 24,556 1,652 1,787 75,798

R4 47,388 24,204 1,590 1,762 74,944

R5 48,787 23,913 1,575 1,742 76,015

R6 50,818 24,100 1,585 1,756 78,259

R7 51,474 24,015 1,563 1,772 78,823

R8 51,811 24,067 1,540 1,762 79,181

R9 52,166 24,165 1,522 1,755 79,608

R10 52,184 23,968 1,495 1,741 79,389

R11 52,267 23,909 1,460 1,737 79,373

R12 52,326 23,920 1,427 1,733 79,406

R13 52,623 23,986 1,415 1,732 79,756

R14 52,672 23,912 1,398 1,722 79,703

R15 52,830 23,897 1,385 1,716 79,828

R16 52,938 23,874 1,372 1,711 79,894

※期末値ではなく、年度平均値を記載しています

実績

予測



（３）

（４）

（５）

３．経営の基本方針

１. 取組期間
令和７年度（２０２５年度）から令和１６年度（２０３４年度）までの１０カ年とします。

２. 経営理念
計画的な施設の改築更新と適切な下水処理及び効率的な施設の維持管理に努め、児島湖の水質保全及び生活環境の改善に資するとともに、経営の効率化や
経営基盤の安定を図り、生活排水対策の推進を通じて、快適な生活環境の保全に貢献し、県政の基本目標である「生き活き岡山」の実現を目指します。

３. 基本方針
〇持続性の確保
ストックマネジメント計画に基づく施設の改築・更新を行うことにより、持続可能な下水道事業の実施を目指します。
〇適切な維持管理
施設や設備の適切な維持管理を行い、良好な放流水の水質を維持することにより、児島湖の水質保全及び生活環境の改善に努めます。
〇経済性、効率性の追求
事業運営にあたっては、経営の効率化や経営基盤の安定化に努めます。

負担金収入の見通し

処理区域内人口の増加に伴う有収処理水量の増加により、計画期間中の負担金収入は増加することが見込まれます。

施設の見通し

・幹線管渠は平成９年に整備が完了しています。また、処理場設備については、事業計画に見合った整備は完了していませんが、当面の必要処理能力は確保さ
れていることから、期間中の処理場設備の増設については行わない予定です。
・一方、平成元年の供用開始から既に約３６年が経過し施設の老朽化が進んでいることから、令和６年度に策定したストックマネジメント計画に基づき改築更新を
実施していくとともに、令和６年度に策定した総合地震対策計画（地震・津波）に基づき、耐震対策も計画的に進めていくこととしています。

組織の見通し

現体制が維持される想定です。



４．投資・財政計画（収支計画）

（１）

※ 赤字がある場合には（３）において、その解消方法が示されていることが必要

① 収支計画のうち投資についての説明

②　収支計画のうち財源についての説明

③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

・現在の第９期経営計画では、特別会計時代に積み上がった内部留保資金を計画的に削減するため、内部留保資金を維持管理費等に
充当することで、負担金単価を３円～４円程度低く設定していましたが、内部留保資金の残高が適正な規模まで縮減される見込みとなった
ことから、令和７年度から適用する第１０期経営計画の負担金単価では、本来の負担金単価に戻すとともに、委託料や電力費等の高騰に
よる維持管理費の増加を踏まえ、収支均等となるよう、負担金単価を設定しました。
・企業債については、投資計画に計上した建設改良工事について、国庫補助金を除いた額を県と関係市町で１／２ずつ負担しており、県
分は起債を借入れて賄っています。
・繰入金については、①維持管理費及び資本費（長期前受金戻入額を除いた減価償却費及び企業債利息）のうち、県が負担する経費（高
度処理に係る経費）、②企業債元利償還額のうち、交付税措置相当分、③建設改良費の県負担分のうち、企業債充当後の残額につい
て、算定しています。

・職員給与費に関する事項について、収益的収支予算（３条予算）で維持管理業務に従事する職員の人件費を、資本的収支予算（４条予
算）で流域下水道建設事業に従事する職員の人件費をそれぞれ計上しています。職員数については、今後も現在と同数で推移するものと
し、金額については令和５年度実績を基本とし、人件費上昇率を考慮して算定しています。
・動力費、薬品費、修繕費に関する事項について、流入水量の見込や過去の実績値を基に、物価上昇率を考慮して算定しています。
・委託費に関する事項について、過去の実績値、機器等点検サイクル、発生汚泥量等を基に、物価上昇率を考慮して算定しています。

・現在、ストックマネジメント計画を見直し中であることから（令和６年度末改定予定）、現行のストックマネジメント計画に建設工事費デフ
レーターや物価上昇を加味した上で、毎年約２０億円程度を事業費として盛り込んでいます。なお、令和７年度当初予算に計上済みの事
業については、その概算額で計上しています。
・管渠は整備が完了しているため、ストックマネジメント計画に基づく点検・調査、修繕、改築・更新費用を平準化して見込んでいます。
・処理場は、当面の処理能力は確保されていることから、経営戦略期間内の増設は予定しておらず、改築・更新及び修繕費用を見込んで
います。なお、ストックマネジメント計画に基づくリスク評価に応じて対象施設を選定することで、効率的な改築・更新及び修繕を実施しま
す。
・総合地震対策計画（地震・津波）に基づき、施設及び幹線管渠の耐震補強工事を進めます。

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

投資・財政計画（収支計画） ： 別　紙　の　と　お　り

当面の必要処理能力は確保されていることから、経営戦略期間中は処理設備の増設は行わないことにより
投資的経費の抑制を図ります。
また、ストックマネジメント計画に基づいた計画的な更新・改築を行うことによりコスト縮減を図るとともに、持
続可能な下水道事業の実施を目指します。

目 標

・健全な経営を維持するための運転資金として、内部留保資金を約２０億円程度確保することを目指しま
す。
・収支計画により算定された汚水処理原価を超過しないことを目標とし、安定的な汚水処理を図ります。

目 標



（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　今後の投資についての考え方・検討状況
*　処理区ごとに考え方が異なる場合は、処理区ごとに記載すること

②　今後の財源についての考え方・検討状況

③　投資以外の経費についての考え方・検討状況

５． 経営戦略の事後検証、改定等に関する事項

 （１）において、純損益（法適用）又は実質収支（法非適用）が計画期間の最終年度で黒字とならず、赤字が発生している場合には、赤字
の解消に向けた取組の方向性、検討体制・スケジュールや必要に応じて経費回収率等の指標に係る目標値を記載すること。

*　（１）において黒字の場合においても、投資・財政計画（収支計画）に反映することができなかった検討中の取組や今後検討予定の取組について、その
内容等を記載すること。

現行のストックマネジメント計画が令和６年度末に改定予定であることから、概算額として現行のストッ
クマネジメント計画に建設工事費デフレーターや物価上昇を加味した上で、毎年約２０億円程度を事業
費として経営戦略に盛り込んでいます。なお、次期ストックマネジメント計画が策定された場合は、次期
ストックマネジメント計画に基づき、計画的な改築・更新とコスト縮減に努めます。

・令和４年度に策定した、県全体の広域化・共同化計画である、岡山県汚水処理広域化･共同化計画
に基づき、児島湖流域下水道事業が関係する取組について、関係市町とともに検討します。
・関係市町等と連携した効率的な汚泥処理の共同化の検討を行います。

広域化・共同化・最適化に関する事項

その他の取組

民間活力の活用に関する事項
（PPP/PFIなど）

投資の平準化に関する事項

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、
改 定 等 に 関 す る 事 項

ＰＤＣＡサイクル（計画・実行・評価・改善のサイクル）を用いることにより、毎年度、計画と実績の乖離や目標の達
成状況を分析するなどの進捗管理を行い、３～５年ごとに取組の評価・検証を行うとともに、経営戦略の見直しを実
施する。また、事業を取り巻く環境の変化を把握したうえで将来を予測し、必要に応じて経営健全化のための新た
な取り組みを検討します。

職員給与費に関する事項 特記事項なし

動力費に関する事項
設備更新時の省エネ設備の導入による電力費の削減に引き続き取り組むとともに、電力調達につい
て、太陽光発電の導入による電力費の削減について検討します。

修繕費に関する事項 競争入札の導入による経費削減について、引き続き取り組みます。

委託費に関する事項 競争入札の導入による経費削減について、引き続き取り組みます。

その他の取組 特記事項なし

薬品費に関する事項 薬品の共同購入の実施に向け、検討・協議を行います。

民間活力の活用に関する事項
（包括的民間委託等の民間委託、指定管理者制

度、PPP/PFIなど）
ウォーターＰＰＰの導入検討など、民間活力の活用などによる維持管理業務の効率化を目指します。

資産活用による収入増加
の取組について

その他の取組 特記事項なし

特記事項なし

社会経済情勢が大きく変化し、経営戦略の策定時に想定していないような状況となった場合には、関
係市町と協議の上、負担金単価の見直しを含め、適切に対応します。

負担金の見直しに関する事項

施設の改築・更新に当たっては、新技術の導入や業務の効率化など、コスト縮減や省エネルギー化に
向けた取組を積極的に検討します。

管理と更新を一体的にマネジメントする方式であるウォーターＰＰＰの導入検討など、民間活力の活用
による維持管理業務の効率化を目指します。



様式第2号（法適用企業・収益的収支） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円，％）

年　　　　　　度 前々年度 前年度

区　　　　　　分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

１． (A) 2,787,224 2,754,943 3,860,239 3,877,602 3,898,392 3,887,672 4,182,489 4,184,205 4,202,586 4,199,666 4,427,854 4,431,484

(1) 2,774,447 2,754,852 3,860,239 3,877,602 3,898,392 3,887,672 4,182,489 4,184,205 4,202,586 4,199,666 4,427,854 4,431,484

(2) (B) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(3) 12,777 91 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

２． 2,283,464 2,302,160 2,588,253 2,617,481 2,742,900 2,804,318 2,734,386 2,794,154 2,740,415 2,765,580 2,778,927 2,776,006

(1) 364,448 361,944 714,305 737,095 815,837 839,420 751,373 743,261 689,919 673,662 661,649 602,258

217,448 215,829 317,381 318,992 320,832 319,946 302,086 302,235 303,629 303,497 321,912 322,209

147,000 146,115 396,924 418,103 495,005 519,474 449,287 441,026 386,290 370,165 339,737 280,049

(2) 1,911,793 1,938,640 1,873,948 1,880,386 1,927,063 1,964,898 1,983,013 2,050,893 2,050,496 2,091,918 2,117,278 2,173,748

(3) 7,223 1,576 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(C) 5,070,688 5,057,103 6,448,492 6,495,083 6,641,292 6,691,990 6,916,875 6,978,359 6,943,001 6,965,246 7,206,781 7,207,490

１． 5,442,688 5,719,319 6,067,479 5,987,846 6,113,448 6,266,899 6,392,644 6,639,625 6,705,186 6,823,467 6,900,237 7,117,249

(1) 235,706 229,879 243,932 248,152 252,445 256,812 261,255 265,775 270,373 275,050 279,808 284,649

51,308 47,346 55,736 56,700 57,681 58,679 59,694 60,727 61,778 62,846 63,933 65,039

2,549 2,700 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

181,849 179,833 188,196 191,452 194,764 198,133 201,561 205,048 208,595 212,204 215,875 219,610

(2) 2,992,747 3,210,304 3,615,861 3,518,477 3,577,695 3,675,654 3,769,465 3,922,804 3,976,873 4,035,656 4,070,312 4,211,302

626,813 622,435 653,352 666,419 679,747 693,342 707,209 721,353 735,780 750,496 765,506 780,816

103,662 82,144 107,569 109,720 111,914 114,152 116,435 118,764 121,139 123,562 126,033 128,554

245,465 318,896 326,524 334,537 343,032 348,949 355,858 363,123 371,985 379,173 387,355 395,423

2,016,807 2,186,829 2,528,416 2,407,801 2,443,002 2,519,211 2,589,963 2,719,564 2,747,969 2,782,425 2,791,418 2,906,509

(3) 2,214,235 2,279,136 2,207,686 2,221,217 2,283,308 2,334,433 2,361,924 2,451,046 2,457,940 2,512,761 2,550,117 2,621,298

２． 75,720 82,813 65,628 63,449 62,309 60,061 57,101 57,024 55,416 54,408 53,693 53,203

(1) 75,720 71,040 65,628 63,449 62,309 60,061 57,101 57,024 55,416 54,408 53,693 53,203

(2) 0 11,773 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(D) 5,518,408 5,802,132 6,133,107 6,051,295 6,175,757 6,326,960 6,449,745 6,696,649 6,760,602 6,877,875 6,953,930 7,170,452

(E) △ 447,720 △ 745,029 315,385 443,788 465,535 365,030 467,130 281,710 182,399 87,371 252,851 37,038

(F) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(G) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(H) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

△ 447,720 △ 745,029 315,385 443,788 465,535 365,030 467,130 281,710 182,399 87,371 252,851 37,038

(I) △ 1,145,080 △ 1,890,109 △ 1,574,724 △ 1,130,936 △ 665,401 △ 300,371 166,759 448,469 630,868 718,239 971,090 1,008,128

(J) 5,004,361 2,386,333 2,296,015 2,262,801 2,188,009 2,030,248 1,980,420 1,871,201 1,731,021 1,529,186 1,547,030 1,451,131

529,727 57,018 643,373 646,267 649,732 647,945 697,082 697,368 700,431 699,944 737,976 738,581

(K) 2,539,817 1,177,936 2,513,239 2,548,000 2,667,451 2,707,344 2,602,324 2,589,692 2,507,091 2,483,291 2,437,194 2,345,856

1,800,170 500,000 545,025 579,786 699,237 739,130 634,110 621,478 538,877 515,077 468,980 377,642

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

159,338 100,000 100,000 100,000 100,000 100,000 100,000 100,000 100,000 100,000 100,000 100,000

( I )

(A)-(B)

(L)

(M)

(N)

(O)

(P)

健 全 化 法 施 行 規 則 第 ６ 条 に 規 定 す る
解 消 可 能 資 金 不 足 額

健 全 化 法 施 行 令 第 17 条 に よ り 算 定 し た
事 業 の 規 模

健 全 化 法 第 22 条 に よ り 算 定 し た
資 金 不 足 比 率

(（N）/（P）×100)

地 方 財 政 法 施 行 令 第 15 条 第 １ 項 に よ り 算 定 し た
資 金 の 不 足 額

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (A)-(B)
地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

(（L）/（M）×100)

健 全 化 法 施 行 令 第 16 条 に よ り 算 定 し た
資 金 の 不 足 額

流 動 資 産

累 積 欠 損 金 比 率 （ ×100 ） 23△ 41 △ 69 △ 41 △ 29 △ 17 △ 8 4 11 15 17 22

減 価 償 却 費

う ち 建 設 改 良 費 分

う ち 一 時 借 入 金

う ち 未 払 金

流 動 負 債

支 出 計

経 常 損 益 (C)-(D)

特 別 利 益

特 別 損 失

特 別 損 益 (F)-(G)

収

益

的

収

支

当 年 度 純 利 益 （ 又 は 純 損 失 ） (E)+(H)

繰 越 利 益 剰 余 金 又 は 累 積 欠 損 金

修 繕 費

う ち 未 収 金

収

益

的

収

入

材 料 費

収

益

的

支

出

営 業 費 用

職 員 給 与 費

基 本 給

補 助 金

他 会 計 補 助 金

そ の 他 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

そ の 他

収 入 計

そ の 他

そ の 他

支 払 利 息

８年度 １３年度 １４年度 １５年度

営 業 外 収 益

流 域 下 水 道 管 理 費 負 担 金

受 託 工 事 収 益

そ の 他

７年度

営 業 収 益

営 業 外 費 用

退 職 給 付 費

そ の 他

経 費

動 力 費

１６年度９年度 １０年度 １１年度 １２年度



様式第2号（法適用企業・資本的収支） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円）
年　　　　　度 前々年度 前年度

区　　　　　分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

１． 418,200 306,250 384,868 462,477 385,267 309,992 511,461 334,915 381,350 388,942 396,666 404,553

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

２． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

３． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

４． 6,070 6,700 35,004 41,007 34,060 28,764 45,971 29,825 34,914 35,608 36,315 37,036

５． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

６． 1,458,900 779,200 1,190,959 1,471,782 1,222,288 931,758 1,609,840 1,048,518 1,168,296 1,191,690 1,215,492 1,239,801

７． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

８． 462,015 248,704 349,659 421,822 348,651 278,644 467,827 300,589 345,004 351,913 358,942 366,120

９． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(A) 2,345,185 1,340,854 1,960,490 2,397,088 1,990,266 1,549,158 2,635,099 1,713,847 1,929,564 1,968,153 2,007,415 2,047,510

(B) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(C) 2,345,185 1,340,854 1,960,490 2,397,088 1,990,266 1,549,158 2,635,099 1,713,847 1,929,564 1,968,153 2,007,415 2,047,510

１． 2,366,283 1,296,710 2,154,906 2,635,135 2,187,601 1,702,354 2,896,858 1,883,451 2,120,710 2,163,125 2,206,281 2,250,355

16,276 16,606 16,338 16,621 16,909 17,202 17,500 17,803 18,111 18,424 18,743 19,067

２． 499,978 602,116 545,025 579,786 699,237 739,130 634,110 621,478 538,877 515,077 468,980 377,642

３． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

４． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

５． 1,957 1,005 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(D) 2,868,218 1,899,831 2,699,931 3,214,921 2,886,838 2,441,484 3,530,968 2,504,929 2,659,587 2,678,202 2,675,261 2,627,997

(E) 523,033 558,977 739,441 817,833 896,572 892,326 895,869 791,082 730,023 710,049 667,846 580,487

１． 484,322 558,977 739,441 817,833 896,572 892,326 895,869 624,323 448,313 527,650 580,475 327,636

２． 0 0 0 0 0 0 0 166,759 281,710 182,399 87,371 252,851

３． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

４． 38,711 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(F) 523,033 558,977 739,441 817,833 896,572 892,326 895,869 791,082 730,023 710,049 667,846 580,487

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(G) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(H) 6,428,046 6,132,180 5,972,023 5,854,714 5,540,744 5,111,606 4,988,957 4,702,394 4,544,867 4,418,732 4,346,418 4,373,329

○他会計繰入金 （単位：千円）

年　　　　　度 前々年度 前年度

区　　　　　分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

364,448 361,944 714,305 737,095 815,837 839,420 751,373 743,261 689,919 673,662 661,649 602,258

364,448 361,944 714,305 737,095 815,837 839,420 751,373 743,261 689,919 673,662 661,649 602,258

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

6,070 6,700 35,004 41,007 34,060 28,764 45,971 29,825 34,914 35,608 36,315 37,036

6,070 6,700 35,004 41,007 34,060 28,764 45,971 29,825 34,914 35,608 36,315 37,036

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

370,518 368,644 749,309 778,102 849,897 868,184 797,344 773,086 724,833 709,270 697,964 639,294

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

合 計

１６年度

収 益 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

９年度 １０年度 １１年度 １２年度 １３年度 １５年度１４年度８年度

資

本

的

収

支

補 塡 財 源 不 足 額 (E)-(F)

他 会 計 借 入 金 残 高

企 業 債 残 高

資本的収入額が資本的支出額に
不足する額     　　    (D)-(C)

補

塡

財

源

損 益 勘 定 留 保 資 金

利 益 剰 余 金 処 分 額

資

本

的

収

入

他 会 計 借 入 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

固 定 資 産 売 却 代 金

工 事 負 担 金

計

そ の 他

７年度

繰 越 工 事 資 金

そ の 他

計

(A)のうち翌年度へ繰り越さ
れる支出の財源充当額

純 計 (A)-(B)

そ の 他

計

資

本

的

支

出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

企 業 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 返 還 金

他 会 計 へ の 支 出 金

１３年度 １４年度 １５年度

他 会 計 負 担 金

１６年度

企 業 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 出 資 金

他 会 計 補 助 金

７年度 ８年度 ９年度 １０年度 １１年度 １２年度


